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Ⅰ．法人の概要

１．基本情報

法人情報 ：公益財団法人日本骨髄バンク
主たる事業所の住所 ：東京都千代田区神田錦町3丁目19番地 廣瀬第2ビル7階
ホームページアドレス ：https://www.jmdp.or.jp/

2．基本方針

骨髄バンク事業は、「移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法律」（平成24年法律第90号、
以下法という）に基づく骨髄・末梢血幹細胞提供あっせん事業者として、公益財団法人日本骨髄バンクが主
体となり、日本赤十字社と都道府県等の協力により行われている公的事業です。

日本骨髄バンクは、白血病等の血液難病のため移植が必要な患者さんに、善意による造血幹細胞提供の仲
介を行うために設立されました。国民の協力と国の支援の下に成り立つ骨髄バンクの事業主体として、公平性、
公共性、広域性の三大原則のもと、以下3点を重点課題とし、一人でも多くの患者さんの救命を使命として、事
業の推進に全力を注いでいます。

１．ドナープールの若年ドナーを増やす
２．ドナーの応諾率を高める
３．どの患者も最適なタイミングで移植可能なコーディネート体制を実現する
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３．沿革
年月

1991 12 財団法人骨髄移植推進財団設立

1992 1 日本赤十字社「骨髄データセンター」設置・ドナー登録の受付・検査開始

6 患者登録の受付開始

9 患者とドナーを結ぶ「コーディネート」開始

1993 1 初の非血縁者間骨髄移植を実施

9 海外（米国）へ初の骨髄提供

1994 10 全国の保健所でドナー受付を開始

1995 9 非血縁者間骨髄移植、累計500例到達

1997 1 非血縁者間骨髄移植、累計1,000例到達

4 NMDP（全米骨髄バンク）と提携（国際ドナー検索契約）
ドナー登録時に1次、2次検査（HLA-A座、B座、DR座検査）を同時実施

9 国際協力による初の非血縁者間骨髄移植実施（NMDPから）
WMDA（世界骨髄バンク機構）に正式加盟

1998 4 BTCSCC（台湾骨髄バンク、当時はTCMDR)と提携
BMDW（世界骨髄バンクHLA型別データ集計システム）に参加
HLA照合サービス開始

6 BTCSCCから初の骨髄提供

8 ドナー登録者数10万人到達

10 韓国へ初の骨髄提供

1999 1 HLA一部不適合移植、年齢拡大など移植希望患者の適応拡大

5 KMDP（韓国骨髄バンク）と提携

10 東海村での臨界事故による被爆患者への緊急コーディネート開始

2000 3 KMDPから初の骨髄提供

5 NMDPと提携後、初の骨髄提供

6 厚生省「骨髄提供希望者確保事業」実施要綱の改正通知（ドナー登録会の実施要綱改訂）

2001 1 コーディネート支援システム本格稼働

8 移動献血会場でのドナー登録受付、全国展開へ

9 米国同時多発テロにより、NMDPからの骨髄搬送にチャーター機利用

2002 4 患者救済に資する事業募金を開始

2003 8 非血縁者間骨髄移植、累計5,000例到達

2004 11 ドナー登録者数20万人到達（25日）

2005 3 ドナー登録要件緩和（下限18歳以上、登録時の家族同意の不要など）
ドナー登録時HLA検査をDNA検査（蛍光ビーズ法）に変更

9 ドナー登録要件の上限年齢が「登録54歳まで・提供55歳まで」に引き上げ

2007 9 中国骨髄バンク（CMDP）と提携

11 WMDA（世界骨髄バンク機構）認定を取得

2008 1 ドナー登録者数30万人到達

12 非血縁者間骨髄移植、累計10,000例到達
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年月

2009 8 ドナー登録時にHLA-C座検査開始

2010 10 末梢血幹細胞移植（PBSCT)を導入

2011 1 新規ドナー登録者に末梢血幹細胞移植（PBSCT)の説明開始

3 初の非血縁者間末梢血幹細胞移植を実施

12 設立20周年、ドナー登録者40万人到達

2012 4 法人名を 「公益財団法人 骨髄移植推進財団」 に移行登記

12 非血縁者間骨髄・末梢血幹細胞移植、累計15,000例到達

2013 5 CMDPから初の末梢血幹細胞提供

10 法人名を 「公益財団法人 日本骨髄バンク」 に変更

2014 1 「移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法律」施行

4 法律に基づく「骨髄・末梢血幹細胞提供あっせん事業者」許可を取得

2016 4 京都大学iPS細胞研究財団「再生医療用iPS細胞ストック」への協力を開始 （2025年2月終了）

10 非血縁者間骨髄・末梢血幹細胞移植、累計20,000例到達

2018 7 非血縁者間末梢血幹細胞移植、累計500例到達

2019 2 ドナー登録者数50万人到達

11 造血幹細胞移植支援システム（医療機関支援機能）稼働

2020 8 非血縁者間末梢血幹細胞移植、累計1,000例到達

12 非血縁者間骨髄・末梢血幹細胞移植、累計25,000例到達

2021 10 設立30周年

2023 3 非血縁者間造血幹細胞移植、累計50,000例到達

9 広報施策「＃つなげプロジェクトオレンジ」 発足イベント開催

11 内閣府より「紺綬褒章」公益団体として認定

2025 5 ドナー登録者累計100万人突破

10 非血縁者間骨髄・末梢血幹細胞移植、累計30,000例到達
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4．組織図

評議員会（評議員8名）

理事会（理事11名）

理事長 1名 副理事長   2名

業務執行会議

公認会計士

患者負担金等支援基金審査委員会

諮問委員会
ドナー安全委員会

医療委員会

倫理委員会

国際委員会

事務局

事務局長

広報渉外部
（外部プロチーム含む）

医療情報部

コーディネーター 約140名

移植施設 約190施設
（約250診療科）

※日本造血・免疫細胞療法学会の移植認定基準により認定された診療科

採取施設 200施設

職員 約65名

ユースアンバサダー 約30名

地区普及広報委員 約70名

説明員 約1300名

監事 2名

業務執行理事 1名
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ドナー適格性判定医師 2名

2026年3月31日現在

企画戦略統括

西日本地区事務局

移植調整部

東日本地区事務局

ドナーコーディネート部

総務部ドナーコーディネート協力医師 12名

調整医師 1196名



５．評議員・理事・監事の概要

No. 役職名 氏名 所属等 常勤・非常勤

1 評議員 芦田 信 JCRファーマ株式会社 代表取締役会長兼社長 非常勤

2 評議員 梅田 正造 千葉骨髄バンク推進連絡会会長、ドナー経験者 〃

3 評議員 大谷 貴子 特定非営利活動法人 全国骨髄バンク推進連絡協議会 副会長 〃

4 評議員 小達 一雄 夏目雅子ひまわり基金 理事長 〃

5 評議員 加藤 俊一 東海大学 医学部 客員教授 〃

6 評議員 河 敬世 大阪府立病院機構 大阪母子医療センター 顧問
近畿ブロック血液センター 顧問 〃

7 評議員 小寺 良尚 愛知医科大学 名誉教授 〃

8 評議員 山花 令子 武蔵野大学 人間科学部 准教授 〃

評議員 ＊2026年3月31日現在 五十音順、敬称略

No. 役職名 氏名 所属等 常勤
非常勤

国家公務員出身者の
最終官職

1 理事長 岡本 真一郎 慶応義塾大学医学部 名誉教授 非常勤

2 副理事長 佐藤 敏信 久留米大学 特命教授 〃 厚生労働省健康局長

3 副理事長 日野 雅之 大阪公立大学 名誉教授 〃

4 業務執行理事 浅野 史郎 ㈱土屋・土屋総合研究所特別研究員 〃 厚労省生活衛生局
企画課課長

5 理事 石丸 文彦 日本赤十字社 血液事業本部 〃

6 理事 大西 達人 倉敷中央病院 血液内科部長 兼 血液治療センター
センター長、ドナー経験者 〃

7 理事 鈴木 利治 弁護士 〃

8 理事 瀬戸 愛花 東京衛生アドベンチスト病院 血液内科 医長 〃

9 理事 高橋 聡 東京大学医科学研究所
臨床精密研究基盤 社会連携研究部門 特任教授 〃

10 理事 橋本 明子 特定非営利活動法人 血液情報広場つばさ 理事長 〃

11 理事 福田 隆浩 国立がん研究センター中央病院 造血幹細胞移植科
科長 〃

理事 ＊2026年3月31日現在 五十音順、敬称略

No. 役職名 氏名 所属等 常勤
非常勤

国家公務員出身者の
最終官職

1 監事 岩﨑 裕彦 株式会社星和ビジネスリンク 代表取締役副社長 非常勤

2 監事 沓沢 一晃 東京海上日動火災保険株式会社
医療・福祉法人部長 非常勤

監事

（定数：5名以上15名以内 任期：2028年6月の通常評議員会の終結時まで）

（定数：5名以上15名以内 任期：2026年6月の通常評議員会の終結時まで）
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＊2026年3月31日現在 五十音順、敬称略

（定数：2名以内 任期：4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する通常評議員会の終結時まで）



（１）評議員会・理事会・業務執行会議の開催状況

評議員会：2025年6月20日
理事会：2025年6月4日、2026年3月13日
臨時理事会：2025年9月12日、2026年1月16日
業務執行会議：2025年4月11日、5月16日、7月18日、10月10日、11月14日、12月12日、

2026年2月13日

評議員会は、評議員会で選任された評議員をもって構成され、事業報告、決算報告の承認など当法人にとっ
て重要な事項を決定するための最高の意思決定機関。今年度は1回開催され、「2024年度事業報告(案)」
「2024年度決算報告(案)」などについて審議が行われた。

理事会は評議員会で選任された理事をもって構成され、定款に基づいて当法人の重要な業務執行について決
定するとともに、理事の職務の執行を監督する機関。今年度は臨時理事会とあわせ4回開催された。
事業計画、予算案の策定、前年度決算、内部規程の変更などの審議ならびに各種報告が行われた。

業務執行会議は、理事長及び業務執行理事によって構成され、理事会または理事長から付議された事項およ
び業務について協議を行う機関。今年度は計7回開催された。

（２）運営体制の充実を図るための取り組みについて

理事定数について、当法人の事業規模及び内容を鑑み、適切な人数としている。また、理事については、個々の
理事のキャリアや専門分野等を踏まえて選任されている。
理事の業務執行の監査等体制強化のため、新たに監事を1名追加し、2名体制とした。
医学的な事項や医療安全にかかわる事項については、有識者中心に構成されている各種委員会で審議したう
えで判断している。

6．職員の概要

全国で約65人の職員が在籍しており、その内およそ3分の2がコーディネート部門に所属している。中央事務局では
患者/ドナー情報が混在することがないようにするため、患者側とドナー側の部署のフロアを物理的に分けて設置して
いる。

（１）人事評価制度の継続運用

上司と部下による「目標実績面談」を年2回実施して業務上の課題や問題点を共有、評価シートによる人事評
価を賞与と昇給に反映した。当法人における経験が長短様々な中で適切な評価を行い、個々の能力・資質や実
績等を反映した給与処遇を目指した。

（２）ジョブローテーションと適正人員の確保

人材育成と円滑な業務遂行の観点でジョブローテーションを実施した。適正人員の確保については、各部門の
重点施策と業務量等を勘案し人員の適正配置に努めた。また、職員全体の年齢構成の偏りを是正し、事業の
安定的な継続を実現するため若年層の職員を積極的に採用した。

（３）職員の就業に関する支援

定期的に衛生委員会を開催し、産業医による職員への健康相談、指導等を実施した。また傷病休暇・育児休
暇・介護休暇等の制度を規定に基づき運用した。
ハラスメント防止のため、職員向けの外部相談窓口の周知と利用方法の案内を行うなど、働きやすい環境作り
に努めた。また新入職員への研修を適宜実施した。
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Ⅱ．事業の概要

日本骨髄バンク（以下、当法人という）は、2025年度（以下、今年度という）の事業計画に基づき
「普及啓発活動（公１）」と「連絡調整事業（公２）」を推進した。

●ドナー登録者数

今年度の新規ドナー登録者は3万439人で前年度3万5823人に比べ5384人減少した。登録者数は56万
4155人(前年度末56万2452人/1703人増）となった。

9

2006 本田美奈子
2007 ドナーリレー
2008～2010 休止
2011 私はドナーです
2012 川島海荷 
2013 きみじゃなきゃ 
2014 休止
2015 上原浩治
2016 ヒーロー引退
2017 僕が卒業しても

2018 生きたいと願う人がいる。
2019 休止
2020 あなた達のサポートがあったから こそ、
2021 僕は再びこの場所に戻ってこれた。
2022 天才だけでは、救えない
2022 おかあさんも、なおるかな？ 
2023 骨髄くんからのお知らせ。
2024 休止
2025 キミの中に流れている力

参考：AC広告
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●採取数と患者登録数

採取件数（国内ドナー）1,038例（前年度1,026例） 累計30,539例
〔内、末梢血幹細胞採取：431例（前年度343例）累計2,891例〕

・国内患者の移植率（同期間の新規患者登録数と移植数の比率）：53.8％（前年度54.6%）
※移植に至らなかった理由：臍帯血移植、血縁・自家移植、治療方針変更、経過良好、病状悪化、死亡、患者辞退等
・患者登録数 国内1,920人（前年度1,869人）／海外489人（前年度494人） 計2,409人

※「年代別登録患者数」ならびに「年代別移植患者数」は、Ⅳコーディネートに関する資料集をご参考ください。

若年ドナー新規登録者数
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74.2％

40～50代
25.8％

新規ドナー登録者年代割合（2025年度）

若年層にフォーカスした施策を徹底したことで、
新規ドナー登録者数における10～30代比率は、
前年度72.5％から74.2％に上昇した。
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１．普及啓発活動（公１）

11

適合通知送信者数
19,544人

初期行程終了者数
12,049人

62%

終了理由内訳 「ドナー理由」終了内訳

「健康理由以外」内訳

ドナー理由終了
97%

患者理由終了
3%

健康理由
29%健康理

由以外
71%

連絡取れず
53%都合つかず

26%

家族の同意なし
9%

その他（ドナー理由）
5%

本人の不安や迷い
4%

住所不明
1%

意思なし
1%

〔課題〕

ドナー登録者の高齢化が進み、今と同じ方法でドナーリクルートを続ければ、数年後からプールが縮小して
いく。また、適合ドナー1万9,544人のうち、61.8％が初期行程においてドナー理由で終了し、うち70.7％が
健康理由以外で、そのうち半数以上が「連絡とれず」、四分の一以上が「都合つかず」という理由で終了して
いる。
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若年層にフォーカスした施策が奏功し、
直近３か年では31歳以下が増加しているが、
引き続き30代以下の若年層の登録を増やす
必要がある

〔取組みと結果〕

ドナープールの急激な縮小を食い止め、若いドナーを増やすため、若年層にフォーカスしてアプローチを強めることとし、
「３０代以下の新規ドナー登録者を年間１万人増やす」という目標を達成するための対策として下記①～③を実施
した。

①SNSの更なる有効活用
②教育機関でのドナー登録会の一層の増加
③スワブ検査＆オンライン登録の実現に向けた準備とそのトライアル

これらの結果として、上記グラフの通り31歳以下のドナー登録者数は直近３か年で増加の傾向が見られる。



１．大学でのドナー登録会促進

大学や専門学校をはじめとした学域でのドナー登録会開催に注力した結果、今年度は1002件（前年度910件
/10.1％増）となった。大学を中心とした教育機関における登録会は若年ドナーの獲得に大変有効である(下記グラフ
参照)ため、今後も開催を促進する。

また、全国各地で高校生や大学生といった学生説明員の養成が進んだ。加えて、10～20代のボランティア組織「ユー
スアンバサダー（以降、YAとする）」は、note投稿を通じた発信、移植/提供を経験したYAによる語りべ講演会への登
壇やスピーチ、ラジオ出演を通じた情報発信、各種イベントでの普及啓発活動に尽力した。

12

3,380 
4,346 

5,163 
6,375 7,006 7,446 

1,945 
3,397 

5,665 
6,792 6,841 7,052 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
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２．スワブによるオンラインドナー登録導入に向けた準備

今年度は、HLA専門家等の求めに応じ、HLA型検査の精度検証であるトライアル2.5
を説明員・コーディネーター等の当法人関係者を対象に実施した。 
また、トライアル２などの知見を踏まえ、スワブ登録希望者管理システムを含むオンライン
登録システムの開発を実施した。

その上で、当該システムを用いて、ドナー登録希望者を対象とした3000検体を目標に
HLA検体のスワブ＆オンライン登録トライアル（トライアル3）を実施した。
トライアル３では、公式HP上のチャットボット・公式SNSの投稿発信やWeb/SNS広告
といった、本格導入後に期待されるオンライン経由でのドナーリクルートを実施。また、現
地で検体採取やキット渡しを行う「現場採取式」の登録会も試行した。

告知においては、語りべ講演会、大学・企業等へのチラシ配架・データ配布、全国のコ
ミュニティFMを中心にラジオ局100局以上での著名人による告知放送の展開、メディアを
通じた発信等を実施。加えて、厚生労働省、全国のボランティア・都道府県担当者・移
植医師・採取医師・調整医師、日本造血・免疫細胞療法学会をはじめ、骨髄バンク事
業に関わる関係者にも協力を仰いだ。

その結果、2026年1月20日から3月25日（営業日ベース）までの申込受付期間で、
5173件のキット申込があった。さらに、今年度末までに3400件以上の検体返送があり、
3月30日にはこのうちの一部について、骨髄適合検索システムへの連携を確認した。 
今後、 2026年度のスワブ登録の本格導入を目指し、トライアル３の検証の取りまとめ
と関係機関との調整等、導入に向けた準備を着実に進める。
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7．紺綬褒章受章者への伝達の会を実施

2023年11月に内閣府より公益団体として「紺綬褒章」の認定を受け、本年度に第1号の受章者が決定したことか
ら、受章者への感謝の意を表するため、紺綬褒章の伝達式を執り行った。
※紺綬褒章・・・公益のために私財（個人の場合500万円以上、団体の場合は1,000万円以上）を寄附した
方を対象に、表彰されるべき事績の生じた都度、各府省等の推薦に基づき審査され授与されるものです。

５．住所不明者への対策・SMSの取組み

登録ドナーに定期発信する「バンクニュース」が複数回宛先不明となったドナー登録者は、「住所不明者」としてバ
ンク登録が保留となり、患者の検索対象から外れる。2025年3月、新たに住所不明者となり携帯番号の登録があっ
た11,442人を対象にショートメッセージで住所等登録情報の変更を促し、3,132人から反応を得た。反応がなかっ
た8,482人に対し2025年5月に再度SMSを送信し、1,050名から反応を得た。 この２回のSMS送信により、
3,456名（前年3,204名）が検索対象ドナーに戻った。
住所不明者への対策については、日本赤十字社の献血者コード連携とあわせ、次年度も継続して取り組む。
また、公式LINEアカウントから、定期的に登録情報変更について発信を行った。

４．SNS等を通じた普及啓発と情報発信、イベント開催

骨髄バンク事業の幅広い層への認知度向上を目的として、
今年度もSNSで積極的な情報発信を行った。
公式Xのフォロワー数3万人を目指し2025年4月末まで継続
した「#オレンジ30000チャレンジ」に加え、スワブトライアル３の
実施にあたり、XのほかInstagram・Facebookなどの各媒体
での投稿やSNS広告出稿を行い、骨髄バンク事業やスワブ登
録の認知を高めることに寄与した。
この結果、公式Xのフォロワー数は17,287（前年度末

15,511）となった。
また、ドナー登録者累計100万人到達と、国内移植症例累
計3万例を記念し、それぞれ動画を作成して公式SNSアカウン
トより発信を行った。
さらに、2026年3月に日本造血・免疫細胞療法学会総会
市民公開講座において「つなげ！骨髄バンクサミット」を開催し、
骨髄バンクを支援する大学生やユースアンバサダーなどの若者と、
企業・団体が一堂に会し、スワブ登録の本格導入を見据え、い
かに若いドナーを増やすかについて、施策アイデアを話し合った。
イベントの様子は後日X上で紹介したほか、メディアにも取り上
げられた。

６．学生ドナーへの提供しやすい環境作り

4月に文部科学省より発出された「学生が骨髄バンクドナー候補となった場合における教育上の配慮について（通
知）」について、都道府県担当者会議、地区普及広報委員・説明員研修会等で周知を行った。同通知は、「ド
ナー候補となった学生が、十分な授業時間・学修時間を確保しつつ、少しでも協力しやすい環境を提供するため、各
大学等において、必要に応じ、補講・追試の実施やレポートの活用による学修評価などを行うなど、適切な配慮を講
じること。」を、提供可能年齢のドナーが通う全ての教育機関の長等に対して求めたものである。
今年度は新たに4校がドナー公欠制度を導入し、導入校は3月末時点で19校となった。

３．ドナー休暇制度の訴求・導入の促進・認知度向上

都道府県担当者会議や地区普及広報員・説明員研修会において、関係機関に対し制度導入の
依頼を行い、導入の促進を図った。その際、2024年度に制作したドナー休暇制度に関する啓発動画
や今年度に改定したリーフレット、就業規則例を用いた。
またSNS（特にX）を活用して制度の意義など、情報発信を実施した。
これらの結果、2026年3月末時点で全国で931社がドナー休暇制度を導入した。
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〔課題〕
 患者救命の観点から、コーディネート期間短縮は、継続した最重要課題である。2021年の期間短縮WG以
来、運用面での見直しを継続して行っている。今年度は、連絡調整方法の標準化、迅速化を図るため全国7か所
の地区事務局を東西2拠点に統合した。また、確認検査面談の運用方法を変更し、リモートコーディネート体制整
備を進めた。

２．連絡調整事業（公2）
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〔取組み〕

（１）コーディネート期間短縮・効率化に向けた取組み

①リモート面談の本格導入

今年度は、確認検査の面談をコーディネーターとドナーが事前にリモート（電話）で実施し、検査当日は
コーディネーターが同行せずドナーが一人で来院（問診・採血）する仕組みを本格導入した。特にコーディ
ネーター不在の地域の施設では実施が増えており、全体の1割弱の実績があった。また、2026年1月から
は、確認検査面談におけるドナーへの説明を充実させるため、小冊子使用や動画視聴を全ドナーに拡大
した。今後も最終同意面談を含め、リモートでの実施拡大を目指す。

＜確認検査面談＞
「リモート確認検査」の本格導入により、ドナーが１人で来院することによる調整医師負担増の懸念から、対
応可能の調整医師が不足したため、2025年9月に医師向け動画「骨髄バンクドナーの問診・採血ご協力の
お願い」を制作。公式youtubeにアップし、調整医師に視聴を案内したところ、200名を超える多くの医師か
ら賛同を得た。来年度は調整可能な施設からリモート面談を進め、さらに現在調整医師登録のない開業医
を中心に協力を図る。

＜最終同意面談＞
昨年度最終同意面談に同席するご家族の居住地が遠方か如何にかかわらず、電話での面談参加を可能
としたことにより、今年度は実施された最終同意面談の約4割が何らかのリモート実施となった。
これにより、面談の日程調整が容易になり、家族の負担軽減につながった。また、新しいツール：ボイスミーティ
ング（家族、立会人といった複数人が別の場所から同時に通話できる機能）を用いた面談も本格導入され、
電話の簡易さと三者間通話の便利さがドナー家族に受け入れられている。来年度は、家族署名の廃止を予
定しており、さらに家族の負担を取り除くことが可能となる。

②DLIコーディネートへの電子署名の導入と家族署名廃止

「確認検査の同意書」および「提供に関する同意書」への署名が普及したことから、DLIの同意書も電子署
名化を実現した。
また、家族の署名についてワーキンググループを発足し、有識者による審議の結果、家族の署名を廃止する

事が決定された。2026年度より最終同意面談での家族の署名が廃止し、家族の同意はこれまで通り確認
する運用に変更する。これにより電子署名失敗による家族のストレスが軽減される。

③ドナーコーディネート協力医師会議の開催

今年度は体制整備後1年目となり、調整医師の問診・診察所見の改訂、ドナーのWEB問診の見直しにつ
いて幅広い意見を頂いた。それを元に2026年2月にシステム構築を完了し運用開始となった。来年度は2地
区体制の中、より活発な意見交換を図り、適格性判定の標準化に努める。
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（2）コーディネート実施体制に関する取組み

①調整医師の確保
患者にとって最適時期での移植を目指すために、調整医師の確保に努めた。
今年度末：1,228名（前年度末：1,196名）

2024年度からは、当法人HPから申請書を直接ダウンロードし、メール添付で申請完了できるよう手続きを
簡略化したことで、地区事務局との情報共有が効率化した。

②「新型コロナウイルス対応等による凍結申請」の運用継続

新型コロナウイルスだけでなく、ドナーがインフルエンザ等の感染症に罹患した可能性がある場合の凍結
申請受付を継続した。

〔凍結割合〕
      5.2%（前年度:10.4%）

③採取ドナーのNGS-SBT法HLA検査実施の推奨

2020年3月NGS-SBT法HLA検査を導入（患者は必須、ドナーはオプション）

④最終同意面談におけるドナーHLA本人確認検査の導入

これまで確認検査採血の保存検体を用いて実施してきたドナーHLA本人確認検査について、検査会
社が血清対応型タイピング検査の受付を終了したことから、2026年1月より最終同意面談時に改めてドナー
に採血を行い、別の検査会社に依頼（3座：HLA-A,B,DRB1 SSOP法）する運用に変更した。

⑤ドナーコーディネーター／各地区事務局に対する指導・教育体制

コーディネーター会議研修会を各地区で1～2回、また、ブラッシュアップ研修会を12-1月にオンデマンド視聴
形式で開催し、造血幹細胞移植の基礎から最新の知識、ペグフィルグラスチムの有害事象について等、専
門家から学んだ。

2020年度  8％（ 92例/1,105採取）
2021年度 13％（157例/1,169採取）
2022年度 39％（409例/1,051採取）
2023年度 40％（436例/1,086採取）
2024年度 41％（420例/1,022採取）
2025年度 42％（433例/1,030採取）
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オーダー

オプション検査
未実施
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（3）その他報告

①患者擁護

  全登録患者に参考資料（パンフレット）「患者さんとご家族の方へ 骨髄バンク登録にあたって」を送
付した。
また、「患者問い合わせ窓口」への電話照会は467件（前年度 520件）あり、患者負担金やコーディ
ネート進捗状況などを説明した。

問合せ内容内訳
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21.8%

54.9%

22.6%

20.9%

56.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

その他

コーディネート関連
（進行状況等）

経済的問題
（患者負担金免除等）

2025年度 2024年度
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問合せ者内訳
  患者本人 51%
家族・親族 41％

  医療関係者 4％
行政関係者 2％
その他 2％

②コーディネート関連システムの運用保守等

 当法人の基幹業務システムであり、日本赤十字社が管理運営する「造血幹細胞移植支援システム」の
一部である「コーディネート支援システム」の運用や仕様変更等の保守管理を継続して適切に実施した。

 また日本赤十字社が管理運営し一般社団法人日本造血・免疫細胞療法学会（以降、JSTCT）認
定移植医師らが利用する「造血幹細胞移植支援システム（医療機関支援機能）」に関して、システム
メンテナンスや仕様変更に関する周知など、同社より当法人に依頼がある都度、診療科責任医師MLを
用いた情報提供を迅速に対応した。

③JSTCT移植施設（診療科）認定に関する協力 

JSTCT策定「非血縁者間造血幹細胞移植を施行する診療科の認定基準」による新規認定申請受付
を引き続き請け負った。当法人はJSTCT移植施設認定委員会より委託された申請受付窓口として、各
診療科からの認定審査に関する問合せ対応や申請内容の確認、年次/更新調査に関する事務手続き
等を担当した。

 所定の移植件数に達しないLVC（Low volume center）認定の診療科からの申請（※）に関し
て、 申請内容の確認とJSTCT移植施設認定委員会への審査依頼などを随時実施した。
計112例（前年度計100例） ※：「LVCにおける非血縁者間造血幹細胞移植施行のための申請」

④個人情報の取り扱い（システムFAXのメール化）

今年度は、コーディネーターへのシステムFAX帳票を電子化し、クラウドから閲覧することにより、個人情報を
含む紙の書類を3割程度削減した。また、地区事務局統合に伴い、コーディネート帳票の整理・標準化を行
い、不要な帳票を廃止するなど、個人情報紛失リスクを低減した。
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⑤災害時対応
災害発生を想定して昨年度に導入した自動安否確認システムの運用訓練を職員やコーディネーターを対象に引
き続き実施し、災害発生時には迅速な対処ができるよう体制を整えた。また、2025年7月末の津波警報発令
により、大地震が起きなくても発生しうる津波にも安否確認システムが起動するよう設定を変更した。
来年度は、ポケットマニュアルの改訂を実施予定で、コーディネーターに対しては防災をテーマにした研修を行い、
防災意識を高めていく予定。

３．国際協力事業 （公2）

（１）国際コーディネートの推進

 米国骨髄バンク（NMDP）、台湾骨髄バンク（BTCSCC）、韓国骨髄バンク（KMDP）、中国骨髄バンク
（CMDP）と業務提携を維持し、相互国間の移植機会拡大に努めた。 

（２）各国骨髄バンクとの連携強化

各国間での造血幹細胞提供をより円滑に実現するため、アジアパシフィックWMDA (世界骨髄バンク機構)レジス
トリー会議参加し日本骨髄バンクの取り組みを紹介した。また、WMDA会議では各国のドナーリクルートへの取り組
みについて情報収集した。
国際協力事業の一環として、日本赤十字社の協力を得て、2026年2月よりWMDAに日本のドナー登録者の

HLA情報に生年および識別番号を追加し提供している。

今年度実績
海外ドナー⇒国内患者：2例（前年度1例） 累計206例
国内ドナー⇒海外患者：8例（前年度4例） 累計308例
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４．調査研究協力事業 （公2）

（１）採取・移植データの解析

 ●造血細胞移植登録の一元管理

一般社団法人日本造血細胞移植データセンター（以下、JDCHCTという）における造血細胞移植登録の一元管
理にあたって、当法人を介して実施された移植症例に関するTRUMP2連携データ送信の他、移植後100日登録
ならびにDLI実施100日後登録の入力の依頼を担当した。また、JDCHCTからの依頼により、全国調査報告書掲
載用データの作成や本登録の案内も随時行った。

（２）検体保存事業への協力

検体保存事業は2015年度より造血幹細胞提供支援機関（日本赤十字社）の業務と位置づけられ、当法人は
同社からの協力依頼により医療機関への依頼文書、ドナーや患者への説明文書、採血管等の検体採取キットの発
送業務を担当し、当法人を介した移植症例データの報告も同社に対し行った。また、医療機関からの同キットに関
する問合せ窓口としても例年通り協力した。

５．患者負担金の軽減措置 （公2）

（１）低所得者の患者負担金の減免
患者負担金等支援基金と国庫補助金を財源に、低所得者の患者負担金の全額または一部を免除を実施した。

（２）生活保護受給世帯の患者のドナー入院時差額ベッド代の補助
患者負担金等支援基金を財源に、生活保護受給世帯の患者のドナー入院時差額ベッド代を当法人が負担した。

（３）患者負担の検査料等の軽減 
患者負担金等支援基金を財源に、1位選定ドナーの一部対象者に実施するHLAタイピングによる本人確認検査
費用に充当した。また、患者登録時に実施するNGS-SBT法検査を当法人登録前に実施済で、かつHLA検査が1
回のみの場合にもHLAタイピングによる本人確認検査を実施するが、当該費用についても患者負担金等支援基金
を財源として、当法人が負担している。

上記（２）,（３）合わせて今年度は1299万2428 円（前年度1053万6040 円）を負担した。
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６．ドナー健康被害補償事業（公２）

 
（1）ドナー適格性判定基準の改訂と安全性向上のための施設への情報提供

 採取施設より報告された事例について検討し、採取担当医へ安全情報を発出し情報共有と注意喚起を
行った。

（2）ドナー健康被害事例の対応と団体傷害保険の適用

 ドナーの健康被害発生時には、ドナー安全委員会への報告、適切なフォローアップを行った。

保険の種別 2023年度 2024年度 2025年度

入通院保険 申請 7 7 1

適用 7 7 1

後遺障害保険 申請 6 4 2

適用 4 7※ 2

※内訳：2023年度申請3例, 2024年度申請3例、非該当1例

＜骨髄バンク団体傷害保険申請・適用状況＞



７．委員会運営 （公２）

各委員会は、事業を達成するために審議する会議体として、理事会の承認を得て理事長が設置しており、諮問
委員会と特別諮問委員会の2種類に分かれている。所掌業務については、諮問委員会が寄附行為第4条第1項
から第7号に規定する業務のうち理事長の委任を受けた事項の審議を行うこととされ、特別諮問委員会は、諮問委
員会では対処しがたい特別な事項を処理することを目的として設置している。

（１）ドナー安全委員会  開催：3回／メール審議：随時

 非血縁者間骨髄・末梢血幹細胞採取の認定基準に関連する事項やドナー適格性判定基準等を検討した。新
規施設からの申請を受け、認定基準に基づき審査した結果、新たに２施設の骨髄採取施設認定、５施設の末梢
血幹細胞採取認定が追加された。
「骨髄・末梢血幹細胞提供者由来の病的意義のある情報に関する対応」（※7）で、移植施設からの報告症
例を審査、情報開示する結論となった件について面談を実施した。
※7：本委員会のワーキンググループ「非血縁者間(骨髄・末梢血幹細胞)採取・移植に係る遺伝学的情報開示に関する審査会議」

（２）医療委員会  開催：1回 ／メール審議：随時

「ドナー確認検査時の移植施設による追加検査依頼時の対応」、「NGS法検査実施の推奨」について等、審議し
た。
造血幹細胞の凍結審査20件（コロナ対応等を除く）、DLI申請（審査要件数）15件をメール審議した。また、
当委員会が運営する「造血幹細胞移植に関する主治医相談窓口」に対する主治医からの相談（6件）について
も案件発生の都度、迅速かつ適切に回答した。
また、主治医相談窓口におけるHLA専門家には、2026年度本格導入を目指すスワブ検査＆オンライン登録に
向けたトライアルにおいて、都度、知見を伺うなど引き続き協力いただいた。

（３）倫理委員会 開催：2回／メール審議：随時

「ドナー登録におけるスワブ＆オンライン登録 トライアル2.5」に関する研究計画やその検証方法、「ドナー登録者
の性別欄」について等、審議した。また、例年どおり、当法人保有のコーディネートデータに関する利用申請、ならびに
当法人事業推進に関する研究申請について随時メール審議した。過去に承認された研究申請に関する論文や抄
録の報告ならびに追加の申請等についても随時処理した。 

（４）国際委員会 開催なし

本委員会は必要に応じて開催することとしており、今年度については審議すべき案件はなかった。
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８．財政運営

（１）決算の状況 

スワブオンライン登録にかかる国庫補助金や国際コーディネート件数の増加により、前年度に比べ経常収益
は増加した。支出についても、スワブオンライン登録にかかる検査等費用や地区事務局統合などにともなう費
用が増加した。
結果、経常収益は１６億４９００万円、経常費用は１６億８７４万円となり、最終的な当期一般
正味財産増減額は１９０８万円の黒字となった。

 （２）寄付金の動向
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2026年(令和7年度）3月末寄付金集計 *速報値であり、変更する場合があります。
令和3年度（2021） 令和4年度（2022） 令和5年度（2023） 令和6年度（2024） 令和7年度（2025）

627 5,656,315 710 5,835,800 723 33,578,014 784 44,243,612 849 25,341,113 4月 
610 4,749,425 728 7,501,247 746 15,578,631 802 22,304,267 848 5,751,691 5月 
650 5,049,335 716 9,219,254 770 7,592,223 804 6,260,541 899 4,364,168 6月 

1,774 17,651,382 1,400 18,590,366 1,141 11,043,571 1,676 13,673,408 1,648 12,684,816 7月 
1,210 7,894,853 1,146 11,154,242 971 7,662,969 1,264 9,185,254 1,286 13,223,449 8月 

876 8,623,651 1,043 8,197,060 1,059 12,726,506 892 7,758,076 964 9,080,692 9月 
735 9,244,868 815 7,681,994 820 8,517,701 873 6,629,588 932 6,101,239 10月 
719 6,615,601 847 6,299,086 838 9,606,232 910 31,744,321 956 7,011,370 11月 

2,333 58,269,578 1,939 22,493,263 2,106 43,563,097 1,992 68,070,540 2,003 53,695,540 12月 
1,182 9,218,894 1,161 15,526,778 1,503 22,804,297 1,345 9,501,693 1,398 11,002,359 1月 

858 9,403,773 1,013 6,618,143 849 7,443,399 890 6,832,857 950 5,099,908 2月 
911 12,913,974 793 11,579,381 821 17,004,494 922 19,610,963 946 23,019,804 3月 

12,485 155,291,649 12,311 130,696,614 12,347 197,121,134 13,154 245,815,120 13,679 176,376,149 合計

155,291,649
130,696,614

197,121,134
245,815,120

176,376,149
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13,679 
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令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

件数令和7年度寄付件数・金額（R7年4月～R8年3月)   

年度累計件数/金額内訳(2025/4～2026/3)
件 円

一般個人寄付 12,223 119,161,626

一般団体寄付 558 45,796,377

賛助個人 551 8,330,060

賛助団体 7 1,800,000
患者負担金支援基金
個人 337 853,600
患者負担金支援基金
団体 3 434,486

13,679 176,376,149

月間計件数/金額内訳(2026年3月）
件 円

一般個人寄付 843 17,106,196

一般団体寄付 60 5,686,308

賛助個人 16 170,000

賛助団体 0 0
患者負担金支援基金
個人 27 57,300
患者負担金支援基金
団体 0 0

946 23,019,804



９．関係機関との連携

（１）法律に基づく関係機関との調整

法律に基づく「造血幹細胞移植事業関係者」(※)とのコミュニケーションを密にして、バンク事業を遂行した。
※：造血幹細胞提供支援機関(JRC)、各臍帯血バンク、一般社団法人日本造血・免疫細胞療法学会、一般社団法人日本

造血細胞移植データセンター

（２）第48回日本造血・免疫細胞療法学会総会

2026年3月に開催された同総会内プログラム「造血幹細胞移植推進事業フォーラム」では、当法人の取り組み
等を発表した。また、市民公開講座では、学会総会との共催で、骨髄バンクのために今後できることを学生とともに
考えるイベントを開催した。またスワブトライアルとして総会会場における現地でのオンライン登録〜採取も2日間に
渡り実施した。
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１．貸借対照表 2026年3月31日現在 （単位：円）

Ⅲ．財務の概要

当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金預金 379,395,720 330,446,287 48,949,433

未収金 146,607,150 109,667,364 36,939,786

前払金 16,069,554 11,636,672 4,432,882

立替金 132,704 204,646 △ 71,942

未収消費税等 477,069 0 477,069

貸倒引当金 △ 577,300 △ 283,650 △ 293,650

流動資産合計 542,104,897 451,671,319 90,433,578

２．固定資産

(1) 基本財産

投資有価証券 650,000,000 650,000,000 0

預金 11,000,000 11,000,000 0

基本財産合計 661,000,000 661,000,000 0

(2) 特定資産

退職給付引当資産 242,067,400 306,804,000 △ 64,736,600

事務局移転積立資産 21,000,000 21,000,000 0

松隈基金積立資産 27,902,297 27,902,297 0

財政安定化積立資産 40,000,000 40,000,000 0

スワブオンライン登録対応資産 150,000,000 147,000,000 3,000,000

コーディネート支援システム改良等資産 0 28,475,000 △ 28,475,000

情報機器更新等対応資産 35,000,000 35,000,000 0

ドナー補償等対応資産 50,000,000 0 50,000,000

患者支援基金積立資産 228,949,611 240,653,953 △ 11,704,342

特定資産合計 794,919,308 846,835,250 △ 51,915,942

(3) その他固定資産

建物付属設備 17,801,518 2,554,928 15,246,590

什器備品 14,669,563 13,859,349 810,214

ソフトウエア 162,997,644 61,856,110 101,141,534

敷金 36,150,256 32,670,356 3,479,900

保証金 4,000,000 4,000,000 0

その他固定資産合計 235,618,981 114,940,743 120,678,238

固定資産合計 1,691,538,289 1,622,775,993 68,762,296

資産合計 2,233,643,186 2,074,447,312 159,195,874

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金 300,615,313 115,210,992 185,404,321

前受金 11,253,500 10,732,500 521,000

預り金 14,949,893 11,600,390 3,349,503

賞与引当金 32,928,085 35,018,409 △ 2,090,324

未払消費税等 0 432,900 △ 432,900

流動負債合計 359,746,791 172,995,191 186,751,600

２．固定負債

退職給付引当金 242,067,400 306,804,000 △ 64,736,600

固定負債合計 242,067,400 306,804,000 △ 64,736,600

負債合計 601,814,191 479,799,191 122,015,000

Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産

寄付金 825,949,611 837,653,953 △ 11,704,342

国庫補助金 29,801,259 0 29,801,259

指定正味財産合計 855,750,870 837,653,953 18,096,917

（うち基本財産への充当額） (597,000,000) (597,000,000) 0

（うち特定資産への充当額） (228,949,611) (240,653,953) △ 11,704,342

２．一般正味財産 776,078,125 756,994,168 19,083,957

（うち基本財産への充当額） (64,000,000) (64,000,000) 0

（うち特定資産への充当額） (323,902,297) (299,377,297) 24,525,000

正味財産合計 1,631,828,995 1,594,648,121 37,180,874

負債及び正味財産合計 2,233,643,186 2,074,447,312 159,195,874

科　　　　　目
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２．正味財産増減計算書 2025年4月1日から2026年3月31日まで （単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益 3,039,500 720,237 2,319,263

基本財産受取利息 3,039,500 720,237 2,319,263

受取寄付金等 188,080,491 169,838,308 18,242,183

受取寄付金 164,958,003 149,372,268 15,585,735

受取寄付金振替額 12,992,428 10,536,040 2,456,388

受取賛助会費 10,130,060 9,930,000 200,060

事業収益 63,606,000 26,096,000 37,510,000

受託業務収益 63,606,000 26,096,000 37,510,000

受取補助金等 583,742,741 516,631,000 67,111,741

受取国庫補助金 499,864,000 516,631,000 △ 16,767,000

受取補助金等振替額 83,878,741 0 83,878,741

受取患者負担金 240,631,545 213,414,978 27,216,567

受取患者登録料 90,000 50,000 40,000

受取コーディネート料 121,693,250 119,893,248 1,800,002

受取血液検査料 51,179,495 51,705,830 △ 526,335

受取損害保険料 26,000,000 25,575,000 425,000

受取骨髄採取料 41,668,800 16,190,900 25,477,900

医療保険財源収益 569,166,000 561,508,000 7,658,000

医療保険財源収益 569,166,000 561,508,000 7,658,000

雑収益 738,262 8,014,361 △ 7,276,099

受取利息 4,664 1,573 3,091

雑収益 733,598 8,012,788 △ 7,279,190

経常収益計 1,649,004,539 1,496,222,884 152,781,655

(2) 経常費用

事業費 1,532,466,060 1,331,452,314 201,013,746

給料手当 406,008,510 412,931,887 △ 6,923,377

臨時雇賃金 89,797,100 96,557,650 △ 6,760,550

退職給付費用 34,531,196 32,395,896 2,135,300

法定福利費 64,365,492 70,834,491 △ 6,468,999

福利厚生費 836,355 948,136 △ 111,781

会議費 562,733 415,301 147,432

旅費交通費 58,777,148 58,625,295 151,853

通信運搬費 95,582,480 88,375,640 7,206,840

減価償却費 23,919,373 4,745,135 19,174,238

消耗什器備品費 14,292,009 13,775,245 516,764

消耗品費 13,962,414 11,376,346 2,586,068

印刷製本費 22,259,324 18,107,334 4,151,990

光熱水料費 4,116,886 4,200,946 △ 84,060

賃借料 47,487,183 43,511,180 3,976,003

支払保険料 27,755,255 27,380,595 374,660

租税公課 113,300 531,750 △ 418,450

委託費 133,838,917 62,663,005 71,175,912

支払手数料 127,167,077 114,520,723 12,646,354

システム関連業務委託費 84,685,239 38,420,182 46,265,057

雑費 911,769 5,114,687 △ 4,202,918

支払検査料 210,272,188 160,218,479 50,053,709

骨髄採取等関連費用 22,813,532 17,057,635 5,755,897

患者負担金免除額 47,833,280 48,461,126 △ 627,846

貸倒引当金繰入額 577,300 283,650 293,650

管理費 76,274,615 50,777,450 25,497,165

役員報酬 860,332 220,741 639,591

給料手当 20,451,472 16,859,731 3,591,741

退職給付費用 1,860,504 1,317,304 543,200

法定福利費 3,289,884 2,935,963 353,921

福利厚生費 218,888 229,521 △ 10,633

会議費 179,060 244,510 △ 65,450

旅費交通費 313,476 809,584 △ 496,108

通信運搬費 1,842,690 1,836,229 6,461

減価償却費 2,270,126 1,493,335 776,791

消耗什器備品費 4,543,239 0 4,543,239

消耗品費 2,083,910 535,561 1,548,349

印刷製本費 838,486 503,404 335,082

光熱水料費 586,671 490,598 96,073

賃借料 8,196,466 5,200,212 2,996,254

リース料 241,560 241,560 0

支払保険料 998,785 937,450 61,335

租税公課 128,490 94,130 34,360

委託費 7,867,181 0 7,867,181

支払手数料 19,448,826 16,816,814 2,632,012

雑費 54,569 10,803 43,766

経常費用計 1,608,740,675 1,382,229,764 226,510,911

当期経常増減額 40,263,864 113,993,120 △ 73,729,256

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益 0 0 0

(2) 経常外費用

建物付属設備除却損 179,894 0 179,894

什器備品除却損 13 1 12

特別退職金 21,000,000 0 21,000,000

21,179,907 1 21,179,906

当期経常外増減額 △ 21,179,907 △ 1 △ 21,179,906

他会計振替前

当期一般正味財産増減額
19,083,957 113,993,119 △ 94,909,162

他会計振替額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 19,083,957 113,993,119 △ 94,909,162

一般正味財産期首残高 756,994,168 643,001,049 113,993,119

一般正味財産期末残高 776,078,125 756,994,168 19,083,957

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取寄付金等

受取寄付金 1,288,086 86,512,852 △ 85,224,766

受取補助金等

受取国庫補助金 113,680,000 0 113,680,000

一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額 96,871,169 10,536,040 86,335,129

当期指定正味財産増減額 18,096,917 75,976,812 △ 57,879,895

指定正味財産期首残高 837,653,953 761,677,141 75,976,812

指定正味財産期末残高 855,750,870 837,653,953 18,096,917

Ⅲ　正味財産期末残高 1,631,828,995 1,594,648,121 37,180,874

科　　　　　　目

経常外費用計
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Ⅳ．コーディネートに関する資料集

行程 件　数 前年件数 前年比(%)

19,544 19,633 100%

14,844 14,956 99%

7,495 7,597 99%

733 610 120%

4,284 4,272 100%

563 589 96%

ドナー選定 1,366 1,338 102%

最終同意 1,254 1,232 102%

1,213 1,189 102%

217 182 119%

骨髄 608 683 89%

末梢血幹細胞 431 343 126%

1,038 1,026 101%

名　称

開始シート送付件数

開始シート受理件数

地区開始件数

術前健診再検査実施数

面談実施件数

確認検査実施件数

再検査実施件数

ドナー選定件数

最終同意実施件数（本人）

術前健診実施数

初　　　期

確認検査

採取・移植
採取件数

採取件数計

●コーディネート期間

●国内コーディネート件数

全国

行程 項目名 Ｆｒｏｍ Ｔｏ 中央値 平均値 最頻値 最大値 最小値

初
期

初期行程 アンケート送付日（開始シート送付日） 判定日 3.0 4.0 1 60 0 

開始シート回収 アンケート送付日（開始シート送付日） アンケート受理日（開始シート受理日） 2.0 3.6 1 51 0 

初期判定 アンケート受理日（開始シート受理日） 判定日 0.0 0.4 0 57 0 

確
認
検
査

確認検査行程 地区コーディネート開始日
（確認検査行程開始日と同日）

確認検査行程終了日
再検査も含めた最終的な判定日と同一 30.0 32.0 28 169 0 

地区開始 地区コーディネート開始日
（確認検査行程開始日と同日） コーディネーター選定日 1.0 2.4 0 53 0 

確認検査日程調整 コーディネーター選定日 確認検査予約日 8.0 10.6 7 142 0 

確認検査判定 採血日 確認検査行程終了日
再検査も含めた最終的な判定日と同一 6.0 9.4 2 89 1 

ドナー選定 ドナー選定 確認検査結果報告 最終同意行程開始日 7.0 15.0 1 168 1 

最
終
同
意

最終同意行程 最終同意行程開始日
（ドナー１位選定と同日） 総合判定 20.0 22.1 21 222 4 

最終同意日程調整 最終同意行程開始日
（ドナー１位選定と同日）

最終同意日程確定（本人）
（ドナーへの報告日） 8.0 9.6 7 187 0 

最終同意判定 最終同意面談日（本人) 総合判定 2.0 2.3 1 63 0 

採
取
・
移
植

採取・移植行程 総合判定日 採取日 39.0 43.0 35 227 15 

採取日程調整 総合判定日 採取日程確定（移植施設へのFAX送信日） 0.0 2.1 0 111 0 

術前健診 採取日程確定（移植施設へのFAX送信日） 術前健診日 8.0 11.8 6 118 0 

計画書判定 術前健診日 採取計画書判定日（判定日または再判定日） 5.0 5.8 1 373 0 

採取 採取計画書判定日（判定日または再判定日） 採取日 24.0 25.8 21 145 5 

フ
ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ

フォローアップ行程 採取日 フォローアップ完了（電話フォローアップ受理日） 29.0 35.7 28 1,052 8 

入院 採取日 退院日 2.0 1.6 2 3 1 

フォローアップ 退院日 フォローアップ完了（電話フォローアップ受理日） 28.0 34.1 27 1,051 6 

全
般

骨
髄

全般_患者 患者登録日 採取日 124.0 139.6 99 1,124 67 

全般_ドナー ドナー指定/確定日 採取日 112.0 118.1 91 323 52 

末
梢
血

幹
細
胞

全般_患者 患者登録日 採取日（１日目） 113.0 125.9 99 689 48 

全般_ドナー ドナー指定/確定日 採取日（１日目） 104.0 107.4 98 309 47 

全
て

全般_患者 患者登録日 採取日（１日目） 119.0 133.9 99 1,124 48 

全般_ドナー ドナー指定/確定日 採取日（１日目） 108.0 113.7 91 323 47 
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●認定施設別 移植・採取件数（2026年3月現在）

2026年3月末現在の認定状況に基づき表示

移植「－」：採取のみの認定施設（移植未認定もしくは移植認定停止）
採取「－」：採取免除の移植認定施設
P：末梢血幹細胞採取認定施設

2024年4月1日～2026年3月31日、直近2年間の状況
認定施設名 P 移植 採取

旭川医科大学病院 6 2
旭川赤十字病院 P 4 0
札幌医科大学附属病院 P 14 8
市立旭川病院 P 2 3
市立函館病院 P 11 1
社会医療法人北楡会札幌北楡病院 P 20 24
北海道大学病院 P 36 10
弘前大学医学部附属病院 2 1
青森県立中央病院 P 11 9
秋田大学医学部附属病院 P 16 6
岩手医科大学附属病院 P 18 5
宮城県立がんセンター P 7 8
宮城県立こども病院 3 -
石巻赤十字病院 - 3
東北大学病院 P 16 22
独立行政法人国立病院機構仙台医療センター P 13 11
山形大学医学部附属病院 P 22 14
公立大学法人福島県立医科大学附属病院 P 22 13
茨城県立こども病院 P 4 7
総合病院土浦協同病院 2 11
筑波大学附属病院 P 24 11
自治医科大学附属病院 P 40 26
獨協医科大学病院 P 12 8
群馬県済生会前橋病院 26 15
群馬大学医学部附属病院 P 13 13
(地独)埼玉県立病院機構埼玉県立がんセンター 20 30
埼玉医科大学国際医療センター P 7 8
埼玉医科大学総合医療センター P 7 7
埼玉県立小児医療センター 9 -
自治医科大学附属さいたま医療センター P 42 33
防衛医科大学校病院 P 5 12
（地独）総合病院国保旭中央病院 P 8 10
医療法人鉄蕉会亀田総合病院 P 2 8
国際医療福祉大学成田病院 P - 21
成田赤十字病院 4 5
千葉県こども病院 0 -
千葉市立青葉病院 P 12 16
千葉大学医学部附属病院 P 25 34
東京慈恵会医科大学附属柏病院 P 11 16
（地独）東京都健康長寿医療センター P 8 20
（地独）東京都立病院機構東京都立駒込病院 P 134 52
JIHS国立国際医療センタ－ 4 7
東京慈恵会医科大学附属病院 P 12 20
杏林大学医学部付属病院 P 6 13
学校法人聖路加国際大学聖路加国際病院 7 9
慶應義塾大学病院 P 22 9
国家公務員共済組合連合会虎の門病院 P 3 37
国立がん研究センター中央病院 P 53 35
国立成育医療研究センター病院 18 11
順天堂大学医学部附属順天堂医院 P 8 13
昭和医科大学病院 P 9 15
帝京大学医学部附属病院 P 1 11
東京医科大学病院 4 7
東京科学大学病院 19 9
東京女子医科大学病院 P 1 9
東京大学医科学研究所附属病院 2 6
東京大学医学部附属病院 P 16 8
東京都済生会中央病院 9 13
東京都立小児総合医療センター 9 -
東京都立多摩総合医療センター 0 6
独立行政法人国立病院機構東京医療センター 0 6
日本医科大学付属病院 11 11
日本赤十字社医療センター P 11 13
日本大学医学部附属板橋病院 P 4 25
(大)横浜市立大学附属市民総合医療センター P 12 15
横浜市立市民病院 1 7
横浜市立大学附属病院 10 16
国家公務員共済組合連合会虎の門病院分院 P 2 15

認定施設名 P 移植 採取

湘南鎌倉総合病院 - 1
神奈川県立こども医療センター 14 -
神奈川県立病院機構神奈川県立がんセンター P 23 28
聖マリアンナ医科大学病院 P 5 9
東海大学医学部付属病院 P 23 30
新潟県立がんセンター新潟病院 1 2
新潟大学医歯学総合病院 P 18 15
長岡赤十字病院 4 9
山梨県立中央病院 P 1 3
山梨大学医学部附属病院 P 14 0
（独）国立病院機構まつもと医療センター P 12 7
信州大学医学部附属病院 P 23 8
長野赤十字病院 P 11 13
富山県立中央病院 P 14 4
富山赤十字病院 P 15 10
富山大学附属病院 P 3 7
金沢大学附属病院 P 19 12
石川県立中央病院 P 6 5
福井大学医学部附属病院 P 10 3
岐阜市民病院 P 18 15
岐阜大学医学部附属病院 3 6
地方独立行政法人 岐阜県立多治見病院 P 4 5
（地独）静岡県立病院機構静岡県立総合病院 15 7
静岡県立こども病院 4 -
静岡県立静岡がんセンター P 18 16
静岡赤十字病院 7 3
浜松医科大学医学部附属病院 P 14 8
浜松医療センター P 8 10
（独）国立病院機構名古屋医療センター P 9 13
愛知医科大学病院 P 2 4
愛知県がんセンター 2 6
愛知県厚生農業協同組合連合会江南厚生病院 P 9 6
安城更生病院 P 17 14
藤田医科大学病院 P 3 6
日本赤十字社愛知医療ｾﾝﾀｰ名古屋第一病院 P 25 20
日本赤十字社愛知医療ｾﾝﾀｰ名古屋第二病院 P 7 8
豊橋市民病院 P 11 3
名古屋市立大学病院 P 9 6
名古屋大学医学部附属病院 P 17 12
名古屋掖済会病院 - 5
伊勢赤十字病院 2 1
三重大学医学部附属病院 P 16 4
滋賀医科大学医学部附属病院 P 15 12
大津赤十字病院 P 8 10
（地独）京都市立病院機構京都市立病院 P 8 11
京都鞍馬口医療センター P 1 7
京都大学医学部附属病院 P 36 14
京都第一赤十字病院 P 6 8
京都第二赤十字病院 P 1 5
京都府立医科大学附属病院 P 2 18
社会福祉法人京都社会事業財団 京都桂病院 5 6
医療法人徳洲会宇治徳洲会病院 0 0
パナソニック健康保険組合松下記念病院 P - 2
一般財団法人住友病院 P - 15
関西医科大学附属病院 13 9
近畿大学病院 P 26 1
公益財団法人田附興風会医学研究所北野病院 P 7 21
公益財団法人日本生命済生会日本生命病院 P 3 9
高槻赤十字病院 0 0
泉大津急性期メディカルセンター P 7 1
大阪医科薬科大学病院 5 2
大阪公立大学医学部附属病院 P 34 51
大阪市立総合医療センター P 20 10
大阪赤十字病院 P 15 8
大阪大学医学部附属病院 P 26 18
大阪府立病院機構大阪国際がんセンター P 46 20
大阪府立病院機構大阪母子医療センター P 2 2
地方独立行政法人りんくう総合医療センター P 3 3

認定施設名 P 移植 採取

地方独立行政法人市立吹田市民病院 P 11 4
社会医療法人神鋼記念会 神鋼記念病院 P 3 7
神戸市立医療センター中央市民病院 P 13 7
神戸大学医学部附属病院 P 11 11
姫路赤十字病院 P 6 12
兵庫医科大学病院 P 4 17
兵庫県立がんセンター P 7 8
兵庫県立こども病院 10 -
兵庫県立尼崎総合医療センター P 11 5
近畿大学奈良病院 2 2
天理よろづ相談所病院 0 3
奈良県総合医療センター P 1 8
奈良県立医科大学附属病院 P 4 8
日本赤十字社和歌山医療センター P 0 1
和歌山県立医科大学附属病院 P 12 16
鳥取県立中央病院 6 5
鳥取大学医学部附属病院 P 15 9
独立行政法人国立病院機構米子医療センター P 0 3
松江赤十字病院 P - 3
島根県立中央病院 P - 7
島根大学医学部附属病院 P 6 9
岡山大学病院 P 18 25
国立病院機構岡山医療センター 9 5
川崎医科大学附属病院 P 2 6
大原記念倉敷中央医療機構倉敷中央病院 P 3 11
呉医療センター・中国がんセンター 2 4
広島赤十字・原爆病院 P 26 30
広島大学病院 P 14 38
山口大学医学部附属病院 P 12 14
国立大学法人 徳島大学病院 P 12 6
徳島赤十字病院 P 3 1
香川大学医学部附属病院 P 6 14
高松赤十字病院 P 10 15
愛媛県立中央病院 P 2 6
愛媛大学医学部附属病院 P 9 4
松山赤十字病院 P 4 4
高知県高知市病院企業団立高知医療センター P 5 3
高知大学医学部附属病院 P 3 5
医療法人原三信病院 P 2 3
久留米大学病院 P 1 5
九州大学病院 P 24 27
国家公務員共済組合連合会浜の町病院 P 13 1
国立病院機構九州医療センター P 5 14
産業医科大学病院 P 11 4
社会医療法人雪の聖母会 聖マリア病院 0 8
小倉記念病院 P 6 6
独立行政法人国立病院機構九州がんセンター 2 12
独立行政法人地域医療機能推進機構九州病院 P 6 7
福岡赤十字病院 8 6
北九州市立医療センター P 6 6
北九州市立八幡病院 0 4
佐賀大学医学部附属病院 2 6
地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館 P 2 11
佐世保市総合医療センター P 0 4
長崎大学病院 P 4 18
熊本大学病院 P 9 21
国立病院機構熊本医療センター P 6 28
大分県立病院 P 7 9
大分大学医学部附属病院 P 15 10
宮崎県立宮崎病院 P 2 8
宮崎大学医学部附属病院 P 12 13
(独)国立病院機構 鹿児島医療センター 2 5
公益財団法人慈愛会今村総合病院 7 10
鹿児島大学病院 P 12 10
琉球大学病院 P 12 17

海外 12 3



●年代別 登録患者数（国内）

●年代別 移植患者数（国内）
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●理由別 コーディネート終了件数 2025年度実績

●終了理由別 初期行程終了件数（2025年度）
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●2024年登録患者の動き
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